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厚生労働省　第１次回答

制度の所管･関係府省

厚生労働省

求める措置の具体的内容

法定予防接種の保護者同意要件について、児童相談所一時保護児童、施設入所児童等で保護者と連絡が

取れない児童については、児童相談所長、施設長等の同意で可能とすること。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【背景】

　現在、予防接種法による保護者の定義が「親権者または後見人」となっていることから、施設入所児童等で

保護者が行方不明又は連絡がとれない児童については、保護者同意が得られないことから法定予防接種が

できない状況となっている。（保護者がない場合には施設長等が親権代行する）

　施設入所の際には、通常保護者から予防接種の包括同意を得ることとしているが、どうしても事前に同意

を得ることができない場合がある。

【支障事例、制度改正の必要性】

　予防接種を受けていない児童が施設等で集団で生活する場合、１人が感染症に罹患すると、他の児童に

感染が拡大する懸念がある。

　保護者が予防接種に反対している場合は、予防接種の必要性について保護者に説明する等、同意を得る

よう働きかけることができるが、保護者と連絡が取れない場合はそういったことが不可能。

　そこで、保護者と連絡が取れず、保護者の同意の有無が確認できない場合においては、施設長等の同意

で予防接種が可能としてほしい。

提案区分 Ｂ　地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉

提案事項
（事項名）

法定予防接種の保護者同意要件の緩和

提案団体  島根県、中国地方知事会

管理番号 72

根拠法令等

予防接種実施規則第５条の２

 平成２７年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番23
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　定期の予防接種を行うに当たり、予防接種実施規則第５条の２の規定に基づき、あらかじめ被接種者又は

その保護者に対して、適切な説明を行い、文書により同意を得なければならないとされているが、ここでいう

「保護者」とは、予防接種法第２条７項において「親権を行う者又は後見人」とされている。

　ここで、児童福祉法第33条の２第１項において、「児童相談所長は、一時保護を加えた児童で親権を行う者

又は未成年後見人のないものに対し、親権を行う者又は未成年後見人があるに至るまでの間、親権を行

う。」と定められている。また、入所中の児童等で親権を行う者又は未成年後見人のないものに対しても同様

に、親権を行う者又は未成年後見人があるに至るまでの間、児童福祉施設長及び児童相談所長が親権を行

うこととされている。（同法第47条第１項及び第２項）

　ここでいう「親権を行う者又は未成年後見人のない」場合とは、居住不明等の場合も含まれるため、児童相

談所における一時保護児童及び施設入所児童等の保護者が行方不明などにより連絡が取れず、保護者の

同意の有無が確認できない場合において、施設長等の同意で当該児童が定期の予防接種を受けることは

現行制度上可能である。

　一方で、保護者の行方を把握しているが連絡が取れない場合については、ご指摘の通り、保護者の同意

の有無が確認できないために予防接種ができない場合がある。こうした場合において、施設などの長の同意

で予防接種をできることとすることについては、児童福祉施設長など児童福祉行政を担っている方々の意見

にも配慮しつつ、法制面での対応を含め検討していくこととしたい。

各府省からの第１次回答
通番23
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厚生労働省　第１次回答

制度の所管･関係府省

厚生労働省

求める措置の具体的内容

法定予防接種の保護者同意要件について、施設入所児童等で保護者と連絡が取れない児童については、

施設長等の同意で可能とすることを求める

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

予防接種実施規則第5条の2により、予防接種を行うに当たっては、被接種者又はその保護者の同意を得な

ければならないこととされている。

 定期接種実施要領では、児童福祉施設等において、接種の機会ごとに保護者の同意を得ることが困難であ

ると想定される場合には、当該施設において保護者の包括的な同意文書を事前に取得しておくことも差し支

えないとされているが、保護者が行方不明であるなど連絡が取れない入所児童については、必要な予防接

種を受けることができないことから、施設長等の同意で接種を可能とすることを求める。

提案区分 Ｂ　地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉

提案事項
（事項名）

法定予防接種の保護者同意要件の緩和

提案団体  京都府、関西広域連合、滋賀県、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県

管理番号 225

根拠法令等

予防接種実施規則第５条の２

定期予防接種実施要領

 平成２７年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番23
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　定期の予防接種を行うに当たり、予防接種実施規則第５条の２の規定に基づき、あらかじめ被接種者又は

その保護者に対して、適切な説明を行い、文書により同意を得なければならないとされているが、ここでいう

「保護者」とは、予防接種法第２条７項において「親権を行う者又は後見人」とされている。

　ここで、児童福祉法第33条の２第１項において、「児童相談所長は、一時保護を加えた児童で親権を行う者

又は未成年後見人のないものに対し、親権を行う者又は未成年後見人があるに至るまでの間、親権を行

う。」と定められている。また、入所中の児童等で親権を行う者又は未成年後見人のないものに対しても同様

に、親権を行う者又は未成年後見人があるに至るまでの間、児童福祉施設長が親権を行うこととされてい

る。（同法第47条第１項及び第２項）

　ここでいう「親権を行う者又は未成年後見人のない」場合とは、居住不明等の場合も含まれるため、児童相

談所における一時保護児童及び施設入所児童等の保護者が行方不明などにより連絡が取れず、保護者の

同意の有無が確認できない場合において、施設長等の同意で当該児童が定期の予防接種を受けることは

現行制度上可能である。

　一方で、保護者の行方を把握しているが連絡が取れない場合については、ご指摘の通り、保護者の同意

の有無が確認できないために予防接種ができない場合がある。こうした場合において、施設長の同意で予防

接種をできることとすることについては、児童福祉施設長など児童福祉行政を担っている方々の意見にも配

慮しつつ、法制面での対応を含め検討していくこととしたい。

各府省からの第１次回答
通番23
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厚生労働省　第１次回答

制度の所管･関係府省

厚生労働省

求める措置の具体的内容

給水区域及び給水人口を変更する場合，事業変更の届出において，給水人口及び給水量を記載することと

なっているが，小規模な給水区域の変更に限り，「給水人口及び給水量の算出根拠」の提出省略，または，

「水道事業等の認可の手引き」において，前回の水需要予測の結果を用いることのできるケースとして，「小

規模な給水区域の変更」の明文化を求めるもの

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障事例】

　給水区域境付近の小規模集落などにおいては，地形的な条件等により，自ら整備するよりも近隣水道事

業者との受給水を行うほうが容易なケースがあるものの，このような小規模な給水区域の変更においても，

「水道事業等の認可の手引き」に規定されている４項目全てを満足できない場合には，区域全体の給水人

口や需要水量の推計に基づく「給水人口及び給水量の算出根拠」の提出が必要となっており，この作成に

は概ね６００万円程度の費用と相当の時間を要することなどから，水道事業者にとって負担が大きく，認可変

更に踏み切ることをためらう大きな要因となっている。

【必要性】

　提案が実現することにより，近隣水道事業者との受給水が進むことが見込まれ，建設費の大幅な抑制や

管破損事故時の迅速な対応，地域住民の安全・安心な生活環境の確保など，小規模集落等に対する持続

的な水道サービスの提供や事業者間の連携促進による広域化への発展などが期待できる。

提案区分 Ｂ　地方に対する規制緩和 提案分野 環境・衛生

提案事項
（事項名）

近隣水道事業者との受給水に係る認可変更手続きの簡素化

提案団体 宇都宮市

管理番号 191

根拠法令等

・水道法施行規則第８条の２

・水道事業等認可の手引き（昭和６０年６月厚生省生活衛生局水道環境部水道整備課事務連絡）

 平成２７年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番23
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　水道事業者には、将来にわたり需要者が必要とする量の水道水を供給することが義務づけられている（水

道法第15条）。

　将来の給水人口及び給水量の設定は事業経営の根幹をなすものであることから、水道法第７条第４項第５

号において、水道事業の認可変更の際には「給水人口及び給水量の算出根拠」を事業計画書に記載しなけ

ればならないと規定している。また、「水道事業等の認可の手引き（昭和60年６月厚生省生活衛生局水道環

境部水道整備課事務連絡（平成23年10月改訂））」にて、より具体的に、「給水人口及び給水量の算出根拠」

については、給水区域における水需要予測に基づき設定されたものを添付することとしている。

　なお、認可変更要件（給水区域の拡張等）の種類に関わらず、手引きにおいて、「①申請年度が前回の事

業認可、届出又は国庫補助金交付に係る事業評価（以下、「確認等」という。）における目標年度を超えてい

ない。」「②前回の確認等において今回申請年度の10年度以内の実績値を用いて水需要予測を実施してい

る。」「③前回の確認等から給水能力の変更を伴う施設整備がない。」「④交通機関の新設、住宅開発、新規

工場団地の誘致等の開発計画に係る状況が前回の認定から変化がない、従前の水需要予測と現状の実績

に乖離が見られないなど前回の確認等から水道事業を取り巻く社会経済状況に変化がない。」の４つの要件

を満たし、過去に厚生労働省が確認した水需要予測を利用しても支障がないと判断できる場合には、水道法

に基づく事業認可又は届出における水需要予測を簡素化できると整理されている。ここでいう「簡素化」と

は、前回の認可等の水需要予測の結果を「給水人口及び給水量の算出根拠」とすることを指す。この場合、

事業者に水需要予測の推計に係る新たな事務負担は無い。

　このため、小規模な給水区域の変更に限らず手引きに示す簡素化の要件を満たす場合には、前回の水需

要予測の結果を用いることができ、現行制度でもご提案については対応可能である。

　仮に簡素化の要件に該当しない場合、提案者が示す「小規模な給水区域」の程度が具体性に欠け、不明

瞭であるが、現在小規模な給水区域であっても、企業立地を進めているなどにより今後給水需要が増加する

こと等も想定される。

　このため、拡張する給水区域内に現時点で小規模集落しかない場合でも原則として将来の水需要予測を

実施し、当該予測に基づいた「給水人口及び給水量の算出根拠」を把握した上で事業変更に係わる認可又

は届出を行っていただく必要があり、区域の大小のみにより水需要予測を不要とすることは妥当ではない。

各府省からの第１次回答
通番23
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